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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】平成22年9月30日(2010.9.30)

【公開番号】特開2009-212267(P2009-212267A)
【公開日】平成21年9月17日(2009.9.17)
【年通号数】公開・登録公報2009-037
【出願番号】特願2008-52993(P2008-52993)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｌ  35/32     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  35/16     (2006.01)
   Ｈ０２Ｎ  11/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｌ  35/32    　　　Ａ
   Ｈ０１Ｌ  35/16    　　　　
   Ｈ０２Ｎ  11/00    　　　Ａ

【手続補正書】
【提出日】平成22年8月18日(2010.8.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＰｂＴｅ層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＰｂＴｅ層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方向に
対して傾斜しており、
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加することによって、前記第１電極お
よび前記第２電極をと介して電力を取り出す、熱発電デバイス素子。
【請求項２】
　前記ＰｂＴｅ層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方向に
対して角度θで傾斜しており、
　前記角度θが１０°以上５５°以下である、
　請求項１に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項３】
　前記角度θが１５°以上４５°以下である、
　請求項２に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項４】
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、
　請求項１に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項５】
　前記金属層が、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、
　請求項４に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項６】
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　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなる、
　請求項５に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項７】
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が４００：１から２０：１までの範囲内
にある、
　請求項１に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項８】
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が１００：１から８０：１までの範囲内
にある、
　請求項７に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項９】
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が４００：１から２０：１までの範囲内
にある、
　請求項２に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項１０】
　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が１００：１から８０：１までの範囲内
にある、
　請求項３に記載の熱発電デバイス素子。
【請求項１１】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＰｂＴｅ層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＰｂＴｅ層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方向に
対して傾斜しており、
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加することによって、前記第１電極お
よび前記第２電極をと介して電力を取り出す、熱発電デバイス素子の製造方法であって、
　前記製造方法は、以下の工程を有する：
　ＰｂＴｅ層と金属層とを交互に積層してなる積層構造体を得る積層構造体形成工程、
　前記積層構造体の積層方向に対して傾斜する面で前記積層構造体を切り出して前記積層
体を得る積層体切り出し工程、
　前記積層体に前記第１電極および前記第２電極を形成する電極形成工程。
【請求項１２】
　第１電極と、
　前記第１電極に対向する第２電極と、
　前記第１電極および前記第２電極との間に挟まれ、かつ前記第１電極および前記第２電
極のいずれにも電気的に接続された積層体とを具備し、
　前記積層体は、ＰｂＴｅ層と金属層とが交互に積層されてなり、
　前記ＰｂＴｅ層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方向に
対して傾斜している熱発電デバイス素子から、前記第１電極および前記第２電極をと介し
て電力を取り出す発電方法であって、
　前記発電方法は以下の工程を包含する：
　前記対向する方向に対して垂直方向に温度差を印加する、温度差印加工程。
【請求項１３】
　前記ＰｂＴｅ層および前記金属層が、前記第１電極と前記第２電極とが対向する方向に
対して角度θで傾斜しており、
　前記角度θが１０°以上５５°以下である、
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　請求項１２に記載の発電方法。
【請求項１４】
　前記角度θが１５°以上４５°以下である、
　請求項１３に記載の発電方法。
【請求項１５】
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、
　請求項１２に記載の発電方法。
【請求項１６】
　前記金属層が、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなる、
　請求項１５に記載の発電方法。
【請求項１７】
　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなる、
　請求項１６に記載の発電方法。
【請求項１８】
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が４００：１から２０：１までの範囲内
にある、
　請求項１２に記載の発電方法。
【請求項１９】
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が１００：１から８０：１までの範囲内
にある、
　請求項１８に記載の発電方法。
【請求項２０】
　前記金属層が、Ａｌ、Ｃｕ、Ａｇ、またはＡｕからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が４００：１から２０：１までの範囲内
にある、
　請求項１３に記載の発電方法。
【請求項２１】
　前記金属層が、ＣｕまたはＡｇからなり、
　前記金属層の厚み：前記ＰｂＴｅ層の厚みの比が１００：１から８０：１までの範囲内
にある、
　請求項１４に記載の発電方法。
【請求項２２】
　支持板と、
　前記支持板上に設けられた複数個の熱発電デバイス素子と、
を具備し、
　ここで、前記各熱発電デバイス素子は、請求項１に係る熱発電デバイス素子であり、
　隣接する２つの前記熱発電デバイス素子の一端を電気的に接続する各接続電極によって
前記複数個の熱発電デバイス素子が電気的に直列に接続されており、
　電気的に直列に接続されている前記複数個の熱発電デバイス素子の２つの終端には、そ
れぞれ取り出し電極が接続されており、
　前記支持板の法線方向に沿って温度差が印加されることによって、前記取り出し電極を
介して電力が取り出される、熱発電デバイス。
【請求項２３】
　支持板と、
　前記支持板上に設けられた複数個の熱発電デバイス素子とを具備し、
　ここで、前記各熱発電デバイス素子は、請求項１に係る熱発電デバイス素子であり、
　各熱発電デバイス素子の両端をそれぞれ電気的に接続する２つの取り出し電極によって
前記複数個の熱発電デバイス素子が電気的に並列に接続されており、
　前記支持板の法線方向に沿って温度差が印加されることによって、前記取り出し電極を
介して電力が取り出される、熱発電デバイス。
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